
























































































いても、 「安全確認ができるまで、下校を見合わせた」学校が 154校 (71.0%)、 「通常とは異な
る下校体制をとったJ学校が151校 (70.0%)に上っている。さらに、保護者への児童生徒の引
渡しについても、 「マニュアノレに従って引き渡したj学校が 131校 (60.3%)あったが、 「警報























































































































































































『学校経営研究』第 38巻 2013 
第2は、地域防災システムの構築とそこでの学校の役割機能に関する検討熱題である。今回の
調査研究から浮かび上がった学校に期待される役割には、次の3つが確認された。第1は、避難
所としての学校の役割である。学校は地域の貴重な安全で安心できる公共スペースであり、精神
的なつながりの場所であり、多自的なコミュニティ・スペースであるというものである。第2は、
地域社会の核となる場としての学校の役割である。学校は保護者や地域を救い、未来を創造する
復興の牽引者であり、学オ交は重要なコミュニティの場であり、人々にとって心の拠り所ともなる。
第3は、教育機関としての学校の専門的・社会的役割である。学校は危機を学び、危機に対応す
る知識と知恵の貯蔵庫である。いかなる状況に際しでも、教育機関としての学校の専門的・社会
的な役割をはずすことはできない。学校は、子どもたちの学びと共同生活の場である。子どもた
ちが元気に学校生活を送ってくれることによって、保護者や地域も安心して生活を再建し、仕事
探しができるようになるのである。復興のためにも子どもが元気に学び、遊びあうことが大事で
ある。
こうした学校に期待される役割を踏まえると、今後の学校の危機管理の在り方を考える際の重
要な観点として、防災教育を通した地域づくりとしづ側面からの学校一地域関係の見直し(再検
討)としづ訊題があるとし1える。地域とともにある判交は、 21世紀の学校のあり方に関わる重要
な概念である。学校の存立する地域の再建と生活の安心や安全のために学校は何ができるのカも
学校論の基本的なテーマで、もあると同時に、地域教育経営論の発想に基づく地域紡災システムの
構築に向けた検討を進めることが一課題だといえる。
第3は、危機におけるリー夕、ーシッフ。と紙織的対応対力の向上に関する検討で、ある。調査研究
から浮かび、上がった学校の危機対応には、管理職を中心とした教職員のリーダーシップが危機を
乗り越える上で、重要な鍵を握っていた事実が明らかになったO 校長の的確な判断と組織を挙げて
の対応によって、危機を凌ぎ、児童生徒、保護者、地域住民、そして教職員の命を救ったケース
が少なからず存在する。そこで発揮されたリー夕、、一、ンツブ。の中身の一層の解明とその共有を通し
て危機管理に関する研究と実践の蓄積を図り、深化・発展させていくことが 今後の重要な課題
だといえる。と伺特に、危機に対応するためには、個々の教職員の自律的判断と行動を可能とさ
せる教職員集団の形成が不可欠でもあり、日常の備えの中に、し治瓦に危機への対芯力を向上させ
ていくための仕組みゃプ口グラムを組み入れていくかが、必ずしも地元出身者ではない教職員の
危機対応力を向上させていく上で重要な課題だといえる。
なお、関連した課題として管理職等の人事異動や人事配置の在り方という問題が地域の防災対
策という点で、も検討執題の一つして指摘できる。例えば、新潟県では中越地震を踏まえて、人事
異動方針に危機管理という項呂を新たに加え、管理職のいずれかは学校所在地(近辺)を生活根
拠地とする者とし、それまでの全県的人事の中で逓末等に地域に管理職が不在となることを避け
るように変更している。それでも、すべての学校の担置することは難しいため、市教委で配置を
工夫し管理職が地元の人でない場合、地元出身者を教務主任にできるようにしているところもあ
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る。地域の特性(地勢約特徴)を熟知した管理職や教員の配置としづ問題である。各県の現状を
踏まえながら、地域の特性に配慮、した人事異動の検討が防災対策と重ねて求められる熱題だとい
える。
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